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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　スチレン系結着樹脂と、着色剤と、ワックス成分とを含む非磁性トナー粒子の表面に無
機微粉体を有する乾式非磁性トナーであって、
　前記トナー粒子は、スチレンモノマーを含む単量体と、着色剤と、ワックス成分とを含
む単量体組成物を、酸に溶解可能な分散安定剤を含有する水系媒体中に分散させ、造粒し
、重合開始剤を用いて懸濁重合し、得られた粒子表面の分散安定剤を酸で溶解除去するこ
とによって得られたトナー粒子であり、
　前記重合開始剤が有機過酸化物であって、該有機過酸化物がｔ－ブチルパーオキシネオ
デカノエート、ｔ－ブチルパーオキシピバレート、ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘ
キサノエート、ｔ－ブチルパーオキシイソブチレート、ｔ－ブチルパーオキシマレイック
アッシド、ｔ－ブチルパーオキシ－３，５，５－トリメチルヘキサノエート、ｔ－ブチル
パーオキシラウレート、ｔ－ブチルパーオキシイソプロピルモノカーボネート、ｔ－ブチ
ルパーオキシ－２－エチルヘキシルモノカーボネートから選ばれる１種または２種以上で
あり、
　前記トナー中に含有される有機過酸化物の分解物であるカルボン酸の含有量が２０００
ｐｐｍ未満であり、
　前記トナー中の残留スチレンモノマーが３００ｐｐｍ未満であることを特徴とする乾式
非磁性トナー。
【請求項２】
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　モード円形度が０．９９０以上であることを特徴とする請求項１に記載の乾式非磁性ト
ナー。
【請求項３】
　前記カルボン酸の含有量がトナー質量に対して１０００ｐｐｍ未満であることを特徴と
する請求項１または２に記載の乾式非磁性トナー。
【請求項４】
　前記カルボン酸の含有量がトナー質量に対して５００ｐｐｍ未満であることを特徴とす
る請求項１または２に記載の乾式非磁性トナー。
【請求項５】
　前記ワックス成分の示差走査熱量計により測定されるＤＳＣ曲線において、昇温時に４
０～１１０℃の領域に最大吸熱ピークを有することを特徴とする請求項１～４のいずれか
一項に記載の乾式非磁性トナー。
【請求項６】
　前記有機過酸化物の１０時間半減期温度が３０～１００℃であることを特徴とする請求
項１～５のいずれか一項に記載の乾式非磁性トナー。
【請求項７】
　前記トナー粒子は、懸濁重合後であって酸処理の前に、前記水系媒体にアルカリを加え
、水系媒体のｐＨを８～１４に調整した後に、水系媒体から実質的に分離されたものであ
ることを特徴とする請求項１～６のいずれか一項に記載の乾式非磁性トナー。
【請求項８】
　水系媒体のｐＨを１０～１２に調整した後に、水系媒体からトナー粒子を分離すること
を特徴とする請求項７に記載の乾式非磁性トナー。
【請求項９】
　スチレンモノマーを含む単量体と、着色剤と、ワックス成分とを含む単量体組成物を、
酸に溶解可能な分散安定剤を含有する水系媒体中に分散させ、造粒し、重合開始剤を用い
て懸濁重合し、得られた粒子表面の分散安定剤を酸で溶解除去することによって得られた
非磁性トナー粒子に、無機微粉体を外部添加する乾式非磁性トナーの製造方法であって、
　前記トナーは、スチレン系結着樹脂と、着色剤と、ワックス成分とを含む非磁性トナー
粒子の表面に無機微粉体を有し、
　前記重合開始剤が、有機過酸化物であって、該有機過酸化物がｔ－ブチルパーオキシネ
オデカノエート、ｔ－ブチルパーオキシピバレート、ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチル
ヘキサノエート、ｔ－ブチルパーオキシイソブチレート、ｔ－ブチルパーオキシマレイッ
クアッシド、ｔ－ブチルパーオキシ－３，５，５－トリメチルヘキサノエート、ｔ－ブチ
ルパーオキシラウレート、ｔ－ブチルパーオキシイソプロピルモノカーボネート、ｔ－ブ
チルパーオキシ－２－エチルヘキシルモノカーボネートから選ばれる１種または２種以上
であり、
　前記トナー中に含有される有機過酸化物の分解物であるカルボン酸の含有量が２０００
ｐｐｍ未満であり、
　前記トナー中の残留スチレンモノマーが３００ｐｐｍ未満であることを特徴とする乾式
非磁性トナーの製造方法。
【請求項１０】
　懸濁重合後であって酸処理の前に、前記水系媒体にアルカリを加え、水系媒体のｐＨを
８～１４に調整した後に、水系媒体からトナー粒子を実質的に分離することを特徴とする
請求項９に記載の乾式非磁性トナーの製造方法。
【請求項１１】
　水系媒体のｐＨを１０～１２に調整した後に、水系媒体からトナー粒子を分離すること
を特徴とする請求項１０に記載の乾式非磁性トナーの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
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本発明は、電子写真、静電印刷、磁気記録のように画像形成方法において、静電荷荷像を
顕像化するためのトナー、および、トナー粒子の製造方法に関するものである。特に、ト
ナーで形成された顕画像を記録材に加熱定着させる定着方式に供される乾式トナーに関す
るものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来、電子写真法としては、米国特許第２２９７６９１号明細書、特公昭４２－２３９１
０号公報および特公昭４３－２４７４８号公報等に記載されているように多数の方法が知
られているが、一般には光誘電性物質を利用し、種々の手段により感光体上に電気的荷像
を形成し、次いでこの静電荷像をトナーを用いて現像し、必要に応じて直接的あるいは間
接的手段を用い、紙等の転写材にトナー画像を転写した後、加熱、加圧、または溶剤蒸気
などにより定着し複写物等を得るものであり、そして感光体上に転写せずに残った未転写
トナーは種々の方法でクリーニングされ、上述の工程が繰り返される。
【０００３】
また、一般的なフルカラー画像を形成する方法の一例について説明すると、感光体ドラム
の感光体（静電荷像担持体）を一次帯電器によって均一に帯電し、原稿のマゼンタ画像信
号にて変調されたレーザー光により画像露光を行い、感光ドラム上に静電荷像を形成し、
マゼンタトナーを保有するマゼンタ現像器によりこの静電荷像の現像を行い、マゼンタト
ナー画像を形成する。ついで搬送されてきた転写材に転写帯電器によって前記の感光ドラ
ムに現像されたマゼンタトナー画像を直接的、あるいは間接的手段を用い転写する。
【０００４】
一方、前記の静電荷像の現像を行った後の感光体ドラムは、除電用帯電器により除電し、
クリーニング手段によってクリーニングを行った後、再び一次帯電器によって帯電し、同
様にシアントナー画像の形成及び前記のマゼンタトナー画像を転写した転写材へのシアン
トナー画像の形成を行い、更にイエロー色、ブラック色と順次同様に行って、４色のトナ
ー画像を転写材に転写する。この４色のトナー画像を有する転写材を定着ローラーにより
熱及び圧力の作用で定着することによりフルカラー画像を形成する。
【０００５】
近年このような装置は、単なるオリジナル原稿を複写するための事務処理用複写機という
だけでなく、コンピューターの出力としてのレーザービームプリンター（ＬＢＰ）、ある
いは個人向けのパーソナルコピー（ＰＣ）という分野で使われ始めている。
また、このようなＬＢＰやＰＣに代表される分野以外にも、基本的構成を応用した普通紙
ファックスへの展開も急激に発展を遂げつつある。
【０００６】
そのため、従来のものより、更に小型で軽量そして高速、高画質であり、且つ高信頼性が
求められてきており、画像形成装置は種々の点でよりシンプルな要素で構成されるように
なってきている。その結果、トナーに要求される性能はより高度になり、トナーの性能向
上が達成できなければ、優れた画像形成装置として成り立たなくなってきている。また、
近年多様な複写のニーズに伴い、カラー複写に対する需要も急増しており、オリジナルカ
ラー画像をより忠実に複写するため、更に一層の高画質、高解像度等が望まれている。さ
らに、両面のオリジナルカラー原稿の複写に対する要求も高まってきている。
【０００７】
これらの観点より、このようなカラーの画像形成方法に使用されるトナーは、トナーを加
熱した際の溶融性および混色性が良いことが必要であり、軟化点が低く、かつ溶融粘度の
低いシャープメルト性の高いトナーを使用することが好ましい。すなわち、斯かるシャー
プメルトトナーを使用することにより、複写物の色再現範囲を広め、原稿像に忠実なカラ
ーコピーを得ることができる。
しかしながら、このようなシャープメルト性の高いカラートナーは、一般に定着ローラー
との親和性が高く、定着時に定着ローラーにオフセットしやすい傾向にある。特にカラー
画像形成装置における定着装置の場合、転写材上にマゼンタ、シアン、イエロー、ブラッ
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クと複数層のトナー層が形成されるため、トナー層厚の増大から特にオフセットが発生し
やすい傾向にある。
【０００８】
従来、定着ローラー表面にトナーを付着させない目的で、例えばローラー表面をシリコー
ンゴムやフッ素系樹脂などのトナーに対して離型性に優れた材料で被覆し、さらにその表
面にオフセット防止、および、ローラー表面の疲労を防止するためにシリコーンオイル、
フッ素オイルのような離型性の高い液体の薄膜でローラー表面を被覆することが行われて
いる。しかしながら、この方法はトナーのオフセットを防止する点では極めて有効である
が、オフセット防止用液体を供給するために装置が必要なため、定着装置が複雑になるこ
と等の問題を有している。更にこの方法は、このオイル塗布が定着ローラーを構成してい
る層間の剥離を起こし、結果的に定着ローラーの短寿命化を促進するという弊害がつきま
とうという問題もある。
【０００９】
そこで、シリコーンオイルの供給装置などを用いないで、代わりにトナー中から加熱時に
オフセット防止液体を供給しようという考えから、トナー中に低分子量ポリエチレン、低
分子量ポリプロピレンなどの離型剤を添加する方法が提案されている。
トナー中に離型剤としてワックスを含有させることは知られている。例えば特公昭５２－
３３０４号公報、特公昭５２－３３０５号公報、特開昭５７－５２５７４号公報等に技術
が開示されている。
また、特開平３－５０５５９号公報、特開平２－７９８６０号公報、特開平１－１０９３
５９号公報、特開昭６２－１４１６６号公報、特開昭６１－２７３５５４号公報、特開昭
６１－９４０６２号公報、特開昭６１－１３８２５９号公報、特開昭６０－２５２３６１
号公報、特開昭６０－２５２３６０号公報、特開昭６０－２１７３６６号公報などにワッ
クス類を含有させる技術が開示されている。
【００１０】
ワックス類は、トナーの低温時や高温時の耐オフセット性の向上や、低温時の定着性の向
上のために用いられているが、反面、耐ブロッキング性を悪化させたり、複写機等の機内
昇温などによって熱にさらされたり、また長時間トナーを放置した際にワックスがトナー
表面にマイグレーションして現像性が悪化したりする。
【００１１】
こうした問題に対して、新規トナーの開発にかかる期待は大なるものであった。
上記の課題に対して懸濁重合法トナーが提案されている（特公昭３６－１０２３１号公報
）。この懸濁重合法においては重合性単量体および着色剤（さらに必要に応じて重合開始
剤、架橋剤、荷電制御剤、その他の添加剤）を均一に溶解または分散させて単量体組成物
とした後、この単量体組成物を分散安定剤を含有する連続相（例えば水相）中に適当な攪
拌機を用いて分散し同時に重合反応を行わせ、所望の粒径を有するトナー粒子を得るもの
である。
【００１２】
この懸濁重合法では、水のように極性の大きい分散媒中で単量体組成物の液滴を生成させ
るため、単量体組成物に含まれる極性基を有する成分は水相との界面である表層部に存在
しやすく、非極性の成分は表層部に存在しにくい、いわゆるコア／シェル構造を形成する
ことができる。
この重合法によるトナーは、離型剤であるワックス成分の内包化により、低温定着性、耐
ブロッキング性と耐高温オフセット性という相反する性能を両立することが可能となり、
かつ定着ローラーにオイル等の離型剤を塗布することなく、高温オフセットを防止するこ
とが可能である。
【００１３】
一方、特開平１０－２０５４８号公報には、重合開始剤として分子量２５０以下の非芳香
族系有機過酸化物を用いた重合トナーの製造方法が開示されている。この公報によれば、
重合開始剤分解物や残留モノマー量の抑制された、印字中の臭気が比較的少ないトナーが
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得られる。しかしこの公報では、重合開始剤の分解物を乾燥により除去することが行われ
ており、この公報の実施例に記載されている重合開始剤を用いた場合に副生する開始剤分
解物のうち、例えばコハク酸、２－エチルヘキサン酸などの分解物は非常に沸点が高いた
め、乾燥により除去しようとするとトナーが劣化するほどの熱処理を行わなければならず
、実質的に分解物の除去は不可能である。従って、ｔ－ブタノールのように比較的低沸点
の開始剤分解物については、この公報に従えばある程度除去可能であるが、高沸点の分解
物については除去することが不可能である。またこの公報に従って処理すると、残存する
分解物が原因で、トナー溶融時（定着時）の臭気のみならず、環境変動に伴うトナーの帯
電安定性が低下したり、場合によっては定着性にも問題を生じる。
【００１４】
さらに、特公平４－７３４４２号公報には、トナー用の樹脂を部分ケン化ポリビニルアル
コールを分散剤として用いて懸濁重合した後に、アルカリ金属の水酸化物を重合系に添加
、加熱後、引き続いて濾過を行うことにより、原料由来あるいは重合時に副生した酸性不
純物の除去を行う方法が開示されている。しかし、この公報に記載されているトナーは粉
砕法によるトナーであり、その形状から転写性が不充分であるといった欠点がある。また
、このアルカリ処理を重合トナーに適用した時に、どの様な効果が発現するかは全く不明
である。
【００１５】
先にも述べたように、近年は両面のオリジナル原稿の複写あるいは片面のオリジナル原稿
の両面への複写に対するユーザーの需要は大きく、そのためにもより高画質、高信頼性の
ある両面画像が求められている。
従来の両面のカラー原稿の複写に関する技術においては様々な弊害がある。これらの中で
、最重要課題の一つに、トナーを転写紙の一面を定着した後に発生する紙のカールがある
。この紙のカールが大きいと、定着画像の搬送性が著しく劣ることになり、高画質、高信
頼性のある画像が得られない。また、トナーに要求される性能としては、例えば、転写材
へのトナーの転写量が少ない状態において、いかに画像濃度、色再現性等を満足した高画
質な画像を得られるかである。これには、トナー自身の着色力の向上が必要となる。また
、両面原稿の複写において、二度定着器を通過する画像が生じることから、耐高温オフセ
ット性のさらなる向上も必要とされている。
【００１６】
従来、フルカラー複写機においては、４つの感光体とベルト状転写ベルトを用い、各感光
体上に形成された静電荷像をシアン、マゼンタ、イエローおよびブラックトナーを用いて
現像後、感光体とベルト転写体間に転写材を搬送しストレートパス間で転写後、フルカラ
ー画像を形成させる方法や、感光体に対向させた転写体表面に静電気力やグリッパー等の
機械的作用により転写材を巻き付け、現像－転写工程を４回実施することで結果的にフル
カラー画像を得る方法等が一般的に利用されている。
【００１７】
また、近年フルカラー用複写材として、通常の紙やオーバーヘッドプロジェクター用フィ
ルム（ＯＨＰ）以外に厚紙やカード、葉書等の小サイズ紙等のように多様な材質のものへ
の複写の必要性が増してきている。上記の４つの感光体を用いる方法においては、転写材
がストレートに搬送するため多様な転写材への適用範囲は広いが、複数のトナー像を正確
に所定の転写材の位置に重ね合わせる必要がある。このため少しのレジストレーションの
相違によっても高画質の画像を再現性よく得ることが困難であり、転写材の搬送機構が複
雑化し、信頼性、部品点数の増加を招くという問題がある。また、転写材を転写体表面に
吸着させ巻き付ける方法に秤量の大きな厚紙を用いると、転写材のコシの強さで転写材の
後端が密着不良を起こし、結果的に転写に基づく画像欠陥を起こし好ましくない。小サイ
ズ紙に対しても同様に画像欠陥が発生する場合がある。
【００１８】
また、通常のフルカラー複写機に搭載されるトナーとしては、定着工程で各カラートナー
が充分混色することが必要であり、この混色による色再現性の向上やＯＨＰ画像の透明性
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が重要である。この点を考慮すると、黒トナーと比べカラートナーは、一般的にシャープ
メルトで低分子量の樹脂を使用することが好ましい。また、通常の黒トナーには、定着時
の耐高温オフセット性を向上させるためにポリエチレンワックスやポリプロピレンワック
スに代表される比較的結晶性の高い離型剤が用いられている。しかしながら、フルカラー
トナーにおいては、この離型剤の結晶性のためＯＨＰ用紙へのトナー画像は、出力した際
に著しく透明性が阻害される。このため通常カラー複写に用いるトナーの構成成分として
離型剤を添加せずに、加熱定着ローラーへシリコーンオイル等を均一に塗布させることで
結果的に耐高温オフセット性の向上を図っている。しかしながら、この様にして得られた
トナー定着像を有する転写材は、その表面に余分のシリコーンオイル等が付着しているた
め、ユーザーが使用する際に不快感を生じ好ましくない。このように当接部分の多い中間
転写体を用いたフルカラー画像形成には、現状困難な問題が多い。特開昭５９－１５７３
９号公報および特開昭５９－５０４６号公報には、この点に関するトナーまたは中間転写
体への工夫は提案されていない。
【００１９】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の目的は、定着時に不快な臭気を発生せず、環境変動によらず安定した帯電性を有
し、転写性に優れたトナー、および非磁性トナー粒子の製造方法を提供するものである。
【００２０】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、上記課題を解決するため鋭意検討した結果、特定の重合開始剤を用い、残
留モノマー量および開始剤分解物であるカルボン酸含有量を一定範囲内に収め、トナー粒
子を特定の円形度とすることで、定着時に不快な臭気を発生せず、環境変動によらず安定
した帯電性を有し、転写性に優れたトナーが得られることを見出し、本発明を完成するに
至った。
【００２１】
　すなわち、本発明は、スチレン系結着樹脂と、着色剤と、ワックス成分とを含む非磁性
トナー粒子の表面に無機微粉体を有する乾式非磁性トナーであって、前記トナー粒子は、
スチレンモノマーを含む単量体と、着色剤と、ワックス成分とを含む単量体組成物を、酸
に溶解可能な分散安定剤を含有する水系媒体中に分散させ、造粒し、重合開始剤を用いて
懸濁重合し、得られた粒子表面の分散安定剤を酸で溶解除去することによって得られたト
ナー粒子であり、前記重合開始剤が有機過酸化物であり、前記トナー中に含有される有機
過酸化物の分解物であるカルボン酸の含有量が２０００ｐｐｍ未満であり、前記トナー中
の残留スチレンモノマーが３００ｐｐｍ未満であることを特徴とする乾式非磁性トナーに
関する。また本発明は、このような乾式非磁性トナーの製造方法に関するものである。
【００２２】
【発明の実施の形態】
以下本発明について詳細に説明する。
まず、トナーの円形度について説明する。
円形度が０．９７０以上のトナー（トナー粒子群で構成される粉体）から構成されるトナ
ーは転写性に非常に優れている。これはトナー粒子と感光体との接触面積が小さく、鏡像
力やファンデルワールス力等に起因するトナー粒子の感光体への付着力が低下するためと
考えられる。従って、このようなトナーを用いれば転写率が高く、転写残トナーが非常に
低減するため、帯電部材と感光体との圧接部におけるトナーが非常に少なく、トナー融着
が防止され、画像欠陥が著しく抑制されるものと考えられる。
さらに、円形度が０．９７０以上のトナー粒子は表面のエッジ部がほとんど無いため、帯
電部材と感光体との圧接部において摩擦が低減され、感光体表面の削れが抑制されること
も挙げられる。
これらの効果は、転写中抜けの発生しやすい接触転写工程を含む画像形成方法においては
、より顕著となって現れる。
【００２３】
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以下本発明の現像剤の平均円形度とモード円形度について説明する。
本発明における平均円形度は、粒子の形状を定量的に表現する簡便な方法として用いたも
のであり、本発明では東亜医用電子製フロー式粒子像分析装置「ＦＰＩＡ－１０００」を
用いて測定を行い、測定された粒子の円径度を下式（１）により求め、さらに下式（２）
で示すように測定された全粒子の円形度の総和を、全粒子数で除した値を平均円形度と定
義する。
【００２４】
【数１】

【００２５】
【数２】

また、モード円形度とは、円形度を０．４０から１．００までを、０．４００以上０．４
１０未満、０．４１０以上０．４２０未満、．．．、０．９９０以上１．０００未満及び
１．０００の如くに、０．０１毎に６１分割し、測定した各粒子の円形度を円形度に応じ
て各分割範囲に割り振り、円形度頻度分布において頻度値が最大となる分割範囲の下限値
である。
【００２６】
なお、本発明で用いている測定装置である「ＦＰＩＡ－１０００」は、各粒子の円形度を
算出後、平均円形度の算出に当たって、粒子を得られた円形度によって、円形度０．４０
～１．００を６１分割したクラスに分け、分割点の中心値と頻度を用いて平均円形度の算
出を行う算出を行う算出法を用いている。しかしながら、この算出式で算出される平均円
形度の各値との誤差は、非常に少なく、実質的に無視出来る程度のものであり、本発明に
おいては、算出時間の短縮化や算出演算式の簡略化の如きデータの取り扱い上の理由で、
上述した各粒子の円形度を直接用いる算出式の概念を利用し、一部変更したこのような算
出式を用いても良い。
【００２７】
測定手段としては以下の通りである。界面活性剤を約０．１ｍｇ溶解している水１０ｍｌ
に現像剤５ｍｇを分散させて分散液を調製し、超音波（２０ｋＨｚ、５０Ｗ）を分散液に
５分間照射し、分散液濃度を５０００～２万個／μｌとして前記装置により測定を行い、
現像剤の平均円形度及びモード円形度を求める。
本発明における平均円形度とは、現像剤の凹凸の度合いの指標であり、現像剤が完全な球
形の場合１．０００を示し、表面形状が複雑になるほど円形度は小さな値となる。
【００２８】
また、平均円形度が高い場合でも主として存在する粒子の円形度が低いと効果が不十分な
場合もあるため、特にモード円形度が０．９９０以上であると、円形度が０．９９０以上
の粒子が主として存在することから、上記に効果が顕著に現れれるので好ましい。
【００２９】
本発明のトナーの構成材料である結着樹脂は、主としてスチレン系結着樹脂を含有してお
り、このスチレン系結着樹脂は過酸化物系重合開始剤を用いて、スチレンを含む単量体を
重合させて得られたものである。一般に使用されている重合開始剤としてはアゾ系重合開
始剤もあるが、アゾ系重合開始剤のみを用いた場合には本発明の効果は得られない。すな
わち、アゾ系重合開始剤は開始剤効率が低く、生成したラジカル種がラジカルカップリン
グを起こして多量の開始剤分解物を副生し、この分解物は高沸点の液状物または低融点の
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結晶物であるため製造工程で除去することが非常に困難であり、この分解物はトナー中に
多量に残留することになる。この分解物はある程度の極性を有しているため、例えば重合
法によりトナーを製造した場合には、トナー粒子の表面近くに存在しやすく、トナー中の
顔料やワックス成分の分散不良、定着性の悪化、トナーの帯電性能や耐保存性に大きな問
題が生じさせたり、プリントアウト時に分解物の不快な臭気が発生するといった問題があ
る。また、トナーに残留するスチレンモノマーについても、過酸化物系重合開始剤を使用
した場合に比較して非常に多くなり、充分な精製工程を行わないと、プリントアウト時に
モノマー臭を発生することがある。その点、過酸化物系重合開始剤を用いた場合には、開
始剤分解物の生成量が少なく、また、分解物のトナーからの除去は比較的容易で、残留ス
チレンも非常に低く抑えることが可能となる。このため過酸化物系重合開始剤を用いた場
合には、本発明の効果である環境変動によらず安定した帯電性、優れた定着性が達成され
、スチレンモノマーや分解物の臭気が発生することもない。
【００３０】
本発明で使用される過酸化物系重合開始剤としては、パーオキシエステル、ジアシルパー
オキサイドなどがあり、これらのうちでは、パーオキシエステルが特に残留スチレンの抑
制には効果的であり、また、過酸化物の水素引き抜き反応による結着樹脂のゲル化も抑制
されるため、低温定着性の観点から有利であり好ましい。パーオキシエステルの中では、
ｔ－ブタノールのパーオキシエステルが更に好ましい。また、パーオキシエステルとジア
シルパーオキサイドとを混合して使用してもよい。
本発明で使用できるパーオキシエステルとしては、例えば、ｔ－ブチルパーオキシアセテ
ート、ｔ－ブチルパーオキシラウレート、ｔ－ブチルパーオキシピバレート、ｔ－ブチル
パーオキシ－２－エチルヘキサノエート、ｔ－ブチルパーオキシイソブチレート、ｔ－ブ
チルパーオキシネオデカノエート、ｔ－ヘキシルパーオキシアセテート、ｔ－ヘキシルパ
ーオキシラウレート、ｔ－ヘキシルパーオキシピバレート、ｔ－ヘキシルパーオキシ－２
－エチルヘキサノエート、　ｔ－ヘキシルパーオキシイソブチレート、ｔ－ヘキシルパー
オキシネオデカノエート、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート、α，α’－ビス（ネオデ
カノイルパーオキシ）ジイソプロピルベンゼン、クミルパーオキシネオデカノエート、１
，１，３，３－テトラメチルブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート、１，１，３
，３－テトラメチルブチルパーオキシネオデカノエート、１－シクロヘキシル－１－メチ
ルエチルパーオキシネオデカノエート、２，５－ジメチル－２，５－ビス（２－エチルヘ
キサノイルパーオキシ）ヘキサン、１－シクロヘキシル－１－メチルエチルパーオキシ－
２－エチルヘキサノエート、ｔ－ヘキシルパーオキシイソプロピルモノカーボネート、ｔ
－ブチルパーオキシイソプロピルモノカーボネート、ｔ－ブチルパーオキシ２－エチルヘ
キシルモノカーボネート、ｔ－ヘキシルパーオキシベンゾエート、２，５－ジメチル－２
，５－ビス（ベンゾイルパーオキシ）ヘキサン、ｔ－ブチルパーオキシ－ｍ－トルオイル
ベンゾエート、ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）イソフタレート、ｔ－ブチルパーオキシマ
レイックアシッド、ｔ－ブチルパーオキシ－３，５，５－トリメチルヘキサノエート、２
，５－ジメチル－２，５－ビス（ｍ－トルオイルパーオキシ）ヘキサンなどのパーオキシ
エステル、ベンゾイルパーオキサイド、ラウロイルパーオキサイド、イソブチリルパーオ
キサイド、スクシニックパーオキサイドなどのジアシルパーオキサイド、その他としてｔ
－ブチルパーオキシアリルモノカーボネート等が挙げられる。これらのうちでは、残留ス
チレンの削減、低温定着性（結着樹脂のゲル化の抑制）に好適なものは、パーオキシエス
テルである。尚、必要に応じてこれら過酸化物を２種以上用いることもできるし、本発明
の効果を損なわない範囲で、２，２’－アゾビス－（２，４－ジメチルバレロニトリル）
、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル、１，１’－アゾビス（シクロヘキサン－１－
カルボニトリル）、２，２’－アゾビス－４－メトキシ－２，４－ジメチルバレロニトリ
ル、アゾビスイソブチロニトリル等のアゾ系重合開始剤を併用することも可能である。
【００３１】
本発明で使用される過酸化物系重合開始剤は、単量体１００質量部に対して０．５～２０
質量部の添加量で重合反応を行なうと、分子量１万～１０万の間に極大を有する重合体を
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得ることができ、トナーに望ましい強度と適当な溶融特性を与えることが出来る。
【００３２】
また、本発明で用いられる有機過酸化物系の重合開始剤の理論活性酸素量は４．０～１２
．０％の範囲にあることが好ましい。この理論活性酸素量が、４．０％よりも小さいと重
合開始剤を多量に使用しなければならない傾向があり経済的に不利であり、１２．０％を
超えると取り扱いおよび重合反応の制御が困難となる場合がある。
また、本発明に用いる過酸化物系重合開始剤の１０時間半減期温度は３０～１００℃が好
ましい。この半減期温度が３０℃より低いと取り扱いが困難となり、１００℃よりも高い
と非常に高い温度での重合反応が必要になったり、所望の分子量とすることが困難で、低
温定着性の観点から好ましくない。
【００３３】
本発明のトナーは、前記有機過酸化物に起因して生成するカルボン酸の含有量が、２００
０ｐｐｍ未満であることが必須である。これは、本発明者らによる以下の知見によるもの
である。
有機過酸化物であるパーオキシエステルが熱分解を起こすと、対応するアルコールラジカ
ルとカルボン酸ラジカルにまず分解し、その後これらのラジカル、およびカルボン酸ラジ
カルが脱炭酸して生成するアルキルラジカル等がモノマーへ付加することにより重合反応
が進行する。同様に、ジアシルパーオキサイドが熱分解を起こすと、カルボン酸ラジカル
にまず分解し、その後これらのラジカル、およびカルボン酸ラジカルが脱炭酸して生成す
るアルキルラジカルがモノマーへ付加することにより重合反応が進行する。しかし、重合
トナーの製造においては、従来ほとんど副生しないと考えられてきたカルボン酸（このも
のはカルボン酸ラジカルが荷電制御剤、着色剤、モノマー、ポリマー等から水素を引き抜
くことにより生成する）が多量に副生することが本発明者らの検討で判明した。また、こ
のカルボン酸は、トナー中の荷電制御剤やワックス成分の分散性を高める傾向があり、安
定した帯電性が得られやすく、低温定着性に優れることも本発明者らの検討で判明した。
一方で、このカルボン酸は極性基を持つ親水性化合物であり、トナー中に２０００ｐｐｍ
を超えて含有されていると、トナーの環境安定性に影響を与え、高湿下では帯電性の低下
、低湿下ではチャージアップを生じるということも本発明者らの検討により判明した。し
たがって、製造時にはこのようなカルボン酸は存在した方が好ましいが、製造後に除去を
行い、２０００ｐｐｍ未満とすることではじめて環境変動によらず安定した帯電性を有し
、優れた定着性のトナーが得られる。また、このカルボン酸の含有量が少ない方が、定着
時の臭気は少なく、また、より安定した帯電性が得られるので、１０００ｐｐｍ以下とす
るのが好ましく、５００ｐｐｍ以下とすることが更にこのましい。
【００３４】
過酸化物系重合開始剤の分解により生成するカルボン酸としては様々なものがあり、重合
開始剤の酸構造成分の種類により異なるが、２－エチルヘキサン酸、ネオデカン酸、ピバ
リン酸、イソ吉草酸、コハク酸、安息香酸、オクタン酸、ステアリン酸、ラウリン酸など
が例示できる。
【００３５】
尚、トナー中の残留スチレンや前記したカルボン酸の定量は、ガスクロマトグラフィーに
より次の様にして行うことができる。サンプル瓶にトナー約２５０ｍｇを精秤し、これに
精秤した約１０ｇのアセトンを加えた後よく混合し、超音波洗浄機にて超音波を３０分間
照射する。その後メンブランフィルター（例えばアドバンテック東洋（株）製　ディスポ
ーザブルメンブランフィルター　２５ＪＰ０２０ＡＮ）を用いて濾過を行い、濾液２μｌ
をガスクロマトグラフィーで分析する。そして、予めスチレンやカルボン酸を用いて作成
した検量線により、残留スチレンやカルボン酸の残存量を算出する。本願発明では、下記
の条件により分析を行った。
【００３６】
ＧＣ：ＨＰ社　６８９０ＧＣ
カラム：ＨＰ社　ＩＮＮＯＷａｘ（２００μｍ　×０．４０μｍ×２５ｍ）
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キャリアーガス：Ｈｅ（コンスタントプレッシャーモード：２０ｐｓｉ）
オーブン：５０℃、１０ｍｉｎホールド、１０℃／ｍｉｎで２００℃まで昇温、２００℃
、５ｍｉｎホールド。
ＩＮＪ：２００℃、パルスドスプリットレスモード（２０→４０ｐｓｉ、ｕｎｔｉｌ　０
．５ｍｉｎ）
スプリット比：５．０：１．０
ＤＥＴ：２５０℃（ＦＩＤ）
本発明においては、トナー中の前記カルボン酸含有量を低く抑えることで、特に定着性が
良好で、環境変動によらず安定した帯電性を有したトナーが得られる。トナー中のカルボ
ン酸を除去するためには、トナー粒子を製造した後に真空乾燥や加熱乾燥により除去する
方法、トナー粒子を懸濁させた水の蒸留を行い、水とともに留去する方法、トナーを懸濁
した水をアルカリ性に調整して（必要により加熱や撹拌処理を行い）トナー粒子と前記カ
ルボン酸の塩を含む水を分離する方法などがある。これらの方法の中では、最も効率が良
く容易に実施できるという点で、アルカリ処理による方法を用いるのが好ましい。例えば
、重合トナーの場合、重合が実質的に終了した後の水媒体に、炭酸ナトリウム、水酸化ナ
トリウム等のアルカリを加え、ｐＨ８～１４、好ましくは９～１３、さらに好ましくは１
０～１２に調整して加熱撹拌を行う。この操作により、トナー粒子中のカルボン酸を対応
する水溶性のカルボン酸塩として水に溶出させることが可能である。この後に、懸濁液を
例えば濾過すれば、カルボン酸塩は廃水へと流されてトナー中のカルボン酸は除去可能と
なる。ここで、ｐＨを１０～１２の範囲とするとさらに好ましい理由は、カルボン酸の完
全な中和を行うためと、結着樹脂中の官能基（例えばアクリル酸のエステル）の加水分解
が抑制できるためである。また、アルカリ性とした重合懸濁液を、アルカリ性の状態のま
までトナー粒子と水媒体とを実質的に分離することが非常に重要である。これは、例えば
特開平１０－０２０５４８号公報に記載されているように、水媒体の分離工程を経ずに水
媒体のｐＨを酸性にしてしまうと、水に溶けていたカルボン酸塩は再び水不溶性のカルボ
ン酸に戻ってしまうため、カルボン酸のトナー粒子からの除去は非常に不完全なものとな
るためである。尚、トナー粒子と水媒体との分離は、濾過、遠心分離など従来から公知の
方法を適宜選択して行うことができる。
【００３７】
また、分散安定剤を用いた場合には、トナー製造後にこの分散剤を除去することが望まし
く、分散剤がトナー表面に残存していると帯電性、特に環境安定性に大きな問題が生じる
場合が多いので、できるかぎり除去を行うことが好ましい。例えばリン酸三カルシウムを
分散剤として用いた場合には、該分散剤が酸性で水に溶解する性質を利用して、重合が修
了した懸濁液に酸を添加することによりリン酸三カルシウムをほぼ完全に除去することが
可能である。リン酸三カルシウムを溶解する際には、トナー粒子の懸濁している水系媒体
のｐＨを４未満、より好ましくは２未満とすることで短時間にリン酸三カルシウムの除去
が可能である。
【００３８】
本発明に用いられるワックス成分としては、例えばパラフィンワックス及びその誘導体、
マイクロクリスタリンワックス及びその誘導体、フィッシャートロプシュワックス及びそ
の誘導体、ポリオレフィンワックス及びその誘導体、カルナバワックス及びその誘導体な
どが挙げられる。ここで、誘導体には酸化物や、ビニル系モノマーとのブロック共重合物
、グラフト変性物等が含まれる。更に、ワックス成分としては、高級脂肪酸およびその金
属塩、高級脂肪族アルコール、高級脂肪族エステル、脂肪族アミドワックス、ケトン、硬
化ヒマシ油及びその誘導体、植物系ワックス、動物性ワックス、鉱物系ワックス、ペトロ
ラクタムなどが挙げられる。
【００３９】
これらのワックス成分は、示差走差熱量計により測定されるＤＳＣ曲線において、昇温時
に４０～１１０℃の領域に最大吸熱ピークを有するものが好ましい。この領域に最大吸熱
ピークを有することにより、低温定着に大きく貢献しつつ、離型性をも効果的に発現する
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ことができるからである。最大吸熱ピークが４０℃未満であるとワックス成分の自己凝集
力が弱くなり、結果として耐高温オフセット性が悪化するとともに、グロスが高くなりす
ぎてしまう。一方、最大吸熱ピークが１１０℃を越えると定着温度が高くなるとともに、
定着画像表面を適度に平滑化せしめることが困難となるため、特にカラートナーに用いた
場合には混色性低下の点から好ましくない。さらに、水系媒体中で造粒／重合を行い重合
方法により直接トナーを得る場合、この最大吸熱ピーク温度が高いと主に造粒中にワック
ス成分が析出する等の問題を生じ好ましくない。従って、吸熱ピークが４０～１１０℃の
範囲にあるワックスを用いることが、低温定着性と高品位な画像が得られる点で好ましく
、この吸熱ピークが４５～９０℃の範囲にあるワックスを用いることが更に好ましい。
【００４０】
ワックス成分の最大吸熱ピーク温度の測定は、「ＡＳＴＭ　Ｄ　３４１８－８」に準じて
行う。測定には、例えばパーキンエルマー社製ＤＳＣ－７を用いる。装置検出部の温度補
正はインジウムと亜鉛の融点を用い、熱量の補正についてはインジウムの融解熱を用いる
。測定サンプルにはアルミニウム製のパンを用い、対照用に空パンをセットし、昇温速度
１０℃／ｍｉｎで測定を行う。
本発明においては、これらのワックス成分の添加量は特に限定されないが、一般に結着樹
脂に対して０．５～５０質量％が好ましい。
【００４１】
本発明のトナーの構成材料である結着樹脂は、少なくともスチレン系結着樹脂を含有する
ことが必須である。この際スチレン系結着樹脂は公知の方法を適宜選択して製造すればよ
く、スチレンモノマーと他の単量体を共重合することにより得ることができる。他の単量
体としては、ｏ－メチルスチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ｍ－エチ
ルスチレン、ｐ－エチルスチレンのようなスチレン系単量体、アクリル酸メチル、アクリ
ル酸エチル、アクリル酸プロピル、アクリル酸ブチル、アクリル酸オクチル、アクリル酸
ドデシル、アクリル酸ステアリル、アクリル酸ベヘニル、アクリル酸２－エチルヘキシル
、アクリル酸ジメチルアミノエチル、アクリル酸ジエチルアミノエチルのようなアクリル
酸エステル系単量体、メタアクリル酸メチル、メタアクリル酸エチル、メタアクリル酸プ
ロピル、メタアクリル酸ブチル、メタアクリル酸オクチル、メタアクリル酸ドデシル、メ
タアクリル酸ステアリル、メタアクリル酸ベヘニル、メタアクリル酸２－エチルヘキシル
、メタアクリル酸ジメチルアミノエチル、メタアクリル酸ジエチルアミノエチルのような
メタアクリル酸エステル系単量体、ブタジエン、イソプレン、シクロヘキセン、（メタ）
アクリロニトリル、アクリルアミドのようにエン系単量体が好ましく用いられる。これら
は出版物ポリマーハンドブック第２版ＩＩＩ－ｐ１３９～１９２（Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ
＆Ｓｏｎｓ社製）に記載の理論ガラス転移温度（Ｔｇ）が、４０～７５℃を示すように単
量体を適宜混合して用いられる。理論ガラス転移温度が４０℃未満の場合にはトナーの保
存安定性や耐久安定性の面から問題が生じやすく、一方７５℃を超える場合にはトナーの
定着点の上昇をもたらす。特にフルカラー画像を形成するためのカラートナーの場合にお
いては、各色トナーの定着時における混色性が低下して色再現性が乏しくなり、さらにＯ
ＨＰ画像の透明性が低下するため好ましくない。
【００４２】
また、前記結着樹脂と併用して他の結着樹脂を用いることもでき、その材料によってはト
ナー粒子の最表層を他の結着樹脂で覆い、保存安定性や耐久性を向上させることも可能で
ある。但し、他の結着樹脂を併用する場合でも、好ましくはスチレン－アクリル系樹脂の
含有量が全結着樹脂に対して５０～１００質量％、より好ましくは８０～１００質量％の
範囲で使用する。５０質量％よりも含有量が少ないと低温定着性と現像性のバランスを取
るのが困難になるためである。
【００４３】
本発明のトナーを製造する場合には、得られたトナー粒子中の結着樹脂のＧＰＣにおける
主たるピークの分子量は３，０００～１００，０００であり、特に好ましくは５，０００
～５０，０００である。
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【００４４】
本発明に係わるトナーを重合法により製造する場合には、単量体組成物に樹脂を添加して
重合しても良い。例えば、単量体では水溶性のため水性懸濁液中では溶解して乳化重合を
起こすため使用できないアミノ基、カルボキシル基、水酸基、スルホン酸基、グリシジル
基、ニトリル基等の親水性官能基含有の単量体成分をトナー中に導入したい時には、これ
らとスチレンあるいはエチレン等ビニル化合物とのランダム共重合体、ブロック共重合体
、あるいはグラフト共重合体等、共重合体の形にして、あるいはポリエステル、ポリアミ
ド等の重縮合体、ポリエーテル、ポリイミン等の重付加重合体の形で使用が可能である。
こうした極性官能基を含む高分子重合体をトナー中に共存させると、前述のワックス成分
を相分離させ、より内包化が強力となり、耐オフセット性、耐ブロッキング性、低温定着
性の良好なトナーを得ることができる。このような極性官能基を含む高分子重合体を使用
する場合、その重合平均分子量は、５，０００以上が好ましく用いられる。分子量５，０
００未満、とくに４，０００以下では、本重合体が表面付近に集中し易い事から、現像性
、耐ブロッキング性等に悪い影響が起こり易くなり好ましくない。
また、材料の分散性や定着性、あるいは画像特性の改良等を目的として上記以外の樹脂を
単量体系中に添加しても良く、用いられる樹脂としては、例えば、ポリスチレン、ポリビ
ニルトルエンなどのスチレン及びその置換体の単重合体；スチレン－プロピレン共重合体
、スチレン－ビニルトルエン共重合体、スチレン－ビニルナフタリン共重合体、スチレン
－アクリル酸メチル共重合体、スチレン－アクリル酸エチル共重合体、スチレン－アクリ
ル酸ブチル共重合体、スチレン－アクリル酸オクチル共重合体、スチレン－アクリル酸ジ
メチルアミノエチル共重合体、スチレン－メタアクリル酸メチル共重合体、スチレン－メ
タアクリル酸エチル共重合体、スチレン－メタアクリル酸ブチル共重合体、スチレン－メ
タクリル酸ジメチルアミノエチル共重合体、スチレン－ビニルメチルエーテル共重合体、
スチレン－ビニルエチルエーテル共重合体、スチレン－ビニルメチルケトン共重合体、ス
チレン－イソプレン共重合体、スチレン－マレイン酸共重合体、スチレン－マレイン酸エ
ステル共重合体などのスチレン－マレイン酸共重合体；ポリメチルメタクリレート、ポリ
ブチルメタクリレート、ポリ酢酸ビニル、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリビニルブ
チラート、シリコン樹脂、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、エポキシ樹脂、ポリアク
リル酸樹脂、ロジン、変性ロジン、テンペル樹脂、フェノール樹脂、脂肪族または脂環族
炭化水素樹脂、芳香族系石油樹脂などが単独或いは混合して使用できる。
これらの樹脂の添加量としては、単量体１００質量部に対し１～２０質量部が好ましい。
１質量部未満では添加効果が小さく、一方２０質量部を超えて添加すると重合トナーの種
々の物性設計が難しくなる。
【００４５】
本発明においては、ＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフイー）によるクロマト
グラムのピークの分子量は次の条件で測定することができる。
すなわち、４０℃のヒートチャンバー中でカラムを安定化させ、この温度におけるカラム
に、溶媒としてＴＨＦ（テトラヒドロフラン）に毎分１ｍｌの流速で流し、試料濃度とし
て、０．０５～０．１質量％に調整した樹脂のＴＨＦ試料溶液を５０～２００μｌ注入し
て測定する。試料の分子量測定にあたっては、試料の有する分子量分布を、数種の単分散
ポリスチレン標準試料により作製された検量線の対数値とカウント数との関係から算出す
る。検量線作成用の標準ポリスチレン試料としては、例えば、Ｐｒｅｓｓｕｒｅ　Ｃｈｅ
ｍｉｃａｌ　Ｃｏ製または東洋ソーダ工業社製の分子量が、６×１０2、２．１×１０3、
４×１０3、１．７５×１０4、５．１×１０4、１．１×１０5、３．９×１０5、８．６
×１０5、２×１０6、４．４８×１０6のものを用い、少なくとも１０点程度の標準ポリ
スチレン試料を用いるのが適当である。また、検出器にはＲＩ（屈折率）検出器を用いる
。
なお、カラムとしては、市販のポリスチレンゲルカラムを複数組み合わせるのが良く、例
えば、Ｗａｔｅｒｓ社製のμ－ｓｔｙｖａｇｅ１５００、１０３、１０４、１０５の組み
合わせや、ＫＦ－８０２、８０３、８０４、８０５の組み合わせ、または、東ソー社製の



(13) JP 4392946 B2 2010.1.6

10

20

30

40

50

ＴＳＫｇｅｌ　Ｇ１０００Ｈ、Ｇ２０００Ｈ、Ｇ２５００Ｈ、Ｇ３０００Ｈ、Ｇ４０００
Ｈ、Ｇ５０００Ｈ、Ｇ６０００Ｈ、Ｇ７００Ｈ、ＧＨＭの組み合わせが好ましい。
【００４６】
本発明に用いられる着色剤は、以下に示すイエロー着色剤、マゼンタ着色剤およびシアン
着色剤が挙げられ、黒色着色剤としてカーボンブラック、磁性体または以下に示すイエロ
ー着色剤／マゼンタ着色剤／シアン着色剤を混合して黒色に調色されたものが利用される
。
イエロー着色剤としては、縮合アゾ化合物、イソインドリノン化合物、アンスラキノン化
合物、アゾ金属錯体、メチン化合物、アリルアミド化合物に代表される化合物等が用いら
れる。具体的には、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２、１３、１４、１５、１７、６２、
７４、８３、９３、９４、９５、１０９、１１０、１１１、１２８、１２９、１４７、１
６８、１８０等が好適に用いられる。
【００４７】
マゼンタ着色剤としては、縮合アゾ化合物、ジケトピロロピロール化合物、アンスラキノ
ン、キナクリドン化合物、塩基染料レーキ化合物、ナフトール化合物、ベンズイミダゾロ
ン化合物、チオインジゴ化合物、ペリレン化合物等が用いられる。具体的には、Ｃ．Ｉ．
ピグメントレッド２、３、５、６、７、２３、４８；２、４８；３、４８；４、５７；１
、８１；１、１４４、１４６、１６６、１６９、１７７、１８４、１８５、２０２、２０
６、２２０、２２１、２５４が特に好ましい。
シアン着色剤としては、銅フタロシアニン化合物及びその誘導体、アンスラキノン化合物
、塩基染料レーキ化合物等が利用できる。具体的には、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１、７
、１５、１５：１、１５：２、１５：３、１５：４、６０、６２、６６等が特に好適に利
用できる。
【００４８】
これらの着色剤は、単独又は２種類以上を混合し更には固溶体の状態で用いることができ
る。着色剤は、色相、彩度、明度、耐候性、ＯＨＰ透明性、分散性の点から選択される。
この着色剤の添加量は、樹脂成分１００質量部に対して１～２０質量部使用することが好
ましい。
【００４９】
また、本発明のトナーは荷電制御剤を含むものでもよい。本発明に用いられる荷電制御剤
としては、公知のものを適宜選択して利用することができるが、特に帯電スピードが速く
、かつ、一定の帯電量を安定して維持できる荷電制御剤を使用するのが好ましい。さらに
、トナー粒子を直接重合法を用いて製造する場合には、重合阻害性が低く、水系分散媒体
への可溶化物が実質的にない荷電制御剤が特に好ましい。具体的な化合物としては、ネガ
系荷電制御剤としてサリチル酸、ナフトエ酸、ダイカルボン酸のような芳香族カルボン酸
の金属化合物、スルホン酸又はカルボン酸基を側鎖に持つ高分子型化合物、ホウ素化合物
、尿素化合物、ケイ素化合物、カリックスアレーン、モノアゾ系の鉄錯体、クロム錯体等
が挙げられる。ポジ系荷電制御剤として四級アンモニウム塩、その四級アンモニウム塩を
側鎖に有する高分子型化合物、グアニジン化合物、イミダゾール化合物等が挙げられる。
この荷電制御剤は樹脂１００質量部に対して０．１～１０質量部使用することが好ましい
。しかしながら、本発明において荷電制御剤の添加は必須ではなく、二成分現像方法を用
いた場合においては、キャリアとの摩擦帯電を利用し、非磁性一成分ブレードコーティン
グ現像方法を用いた場合においては、ブレード部材やスリーブ部材との摩擦帯電を積極的
に利用することでトナー粒子中に必ずしも荷電制御剤を含む必要はない。
【００５０】
本発明において、トナーの断層面の観察は、具体的には以下のように行う。まず、常温硬
化性のエポキシ樹脂中にトナーまたはトナー粒子を充分分散させた後、４０℃の雰囲気下
で２日間硬化させ得られた硬化物を四三酸化ルテニウム、必要により四三酸化オスミウム
を併用し染色を施し、その後、ダイヤモンド歯を備えたミクロトームを用い薄片状のサン
プルを切り出して透過電子顕微鏡を用いトナーの断層面を観察する。本発明においては、
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用いるワックス成分と外殻を構成する結着樹脂との若干の結晶化度の違いを利用して材料
間のコントラストをつけるため四三酸化ルテニウム染色法を用いることが好ましい。代表
的な一例を示す模式図を図１に示す。以下に説明する実施例１および比較例１で得られた
トナーＡおよびＫを透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）を用いて断層面観察したところ、トナー
Ａの場合には、ワックス成分が結着樹脂中に実質的に球状および紡錘形の島状に分散され
ている様子が観察され、トナーＫの場合には、ワックス成分が結着樹脂中に微分散されて
いる様子が観察された。したがって、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）を用いて断層面観察し
た際に、ワックス成分が結着樹脂中に実質的に球状および紡錘形の島状に分散されている
様子が観察されるトナーを使用するのが好ましい。
【００５１】
本発明のトナーは、さらに流動性向上剤として非磁性トナー粒子の表面に無機微粉体を有
する。無機微粉体としては、例えば、シリカ微粉末、酸化チタン微粉末、アルミナ微粉末
、これらの微粉末の表面を疎水化処理したもの等を単体で、または２種以上を併用して用
いることができる。これらの中では、シリカを使用することが好ましい。例えば、ここで
使用するシリカは、ケイ素ハロゲン化物やアルコキシドの蒸気相酸化により生成されたい
わゆる乾式法により製造さる乾式シリカ、及びアルコキシド水ガラス等から製造されるい
わゆる湿式シリカの両者が使用可能であるが、シリカ表面及びシリカ微粉末の内部にある
シラノール基が少なく、またＮａ2Ｏ、ＳＯ3

2-等の製造残滓の少ない点で、乾式シリカを
使用するのが更に好ましい。また、製造工程において例えば、塩化アルミニウム、塩化チ
タン等他の金属ハロゲン化合物をケイ素ハロゲン化合物をシリカと共に用いることによっ
て、シリカと他の金属酸化物の複合微粉体を得ることも可能である。そして、上記乾式シ
リカには、このような複合微粉体も含まれる。トナーに用いられる無機微粉体は、ＢＥＴ
法で測定した窒素吸着による比表面積が３０ｍ2／ｇ以上のもの、特に５０～４００ｍ2／
ｇの範囲のものが良好な結果を与えることができるため好ましい。シリカ微粉体の配合量
は、トナー粒子１００質量部に対して、０．１～８質量部であるのが好ましく、０．５～
５質量部であるのがさらに好ましく、０．５～３．０質量部の範囲であるのが特に好まし
い。また、本発明で用いられる無機微粉体は、必要に応じ、疎水化や帯電性制御等の目的
でシリコーンワニス、各種変性シリコーンワニス、シリコーンオイル、各種変性シリコー
ンオイル、シランカップリング剤、官能基を有するシランカップリング剤、その他の有機
硅素化合物、有機チタン化合物等の処理剤により、または、種々の処理剤と併用して処理
されていることが好ましい。したがって、無機微粉体の中では、シリコーンオイルで処理
されているもの、特に疎水性シリカが、トナー粒子の摩擦帯電性及び転写性の改良効果が
高いため好ましい。
トナー粒子の粒度分布制御や粒径の制御は、難水溶性の無機塩や保護コロイド作用をする
分散剤の種類や添加量を変える方法や機械的装置条件（例えばローターの周速、パス回数
、攪拌羽根形状等の攪拌条件や容器形状）または、水溶液中での固形分濃度等を制御する
ことにより所定のトナー粒子を得ることができる。
【００５２】
本発明のトナーの製造法としては、懸濁重合法、分散重合法、乳化会合重合法等の各種の
重合方法を使用することできるが、懸濁重合法を使用するのが好ましい。この際、分散安
定剤を使用することもできる。
トナーの製造法として分散安定剤を用いた懸濁重合法を利用する場合、用いる分散安定剤
としては、リン酸三カルシウム、リン酸マグネシウム、リン酸アルミニウム、リン酸亜鉛
、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、水酸化カルシウム、水酸化マグネシウム、水酸化
アルミニウム、メタケイ酸カルシウム、硫酸カルシウム、硫酸バリウム、ベントナイト、
シリカ、アルミナ等が挙げられ、特にリン酸三カルシウムを用いると粒度のシャープなト
ナーが得られるので好ましい。これらの分散安定剤は、重合性単量体１００質量部に対し
て０．２～２０質量部を使用することが好ましい。
【００５３】
分散安定剤は市販のものをそのまま用いても良いが、細かい粒子を得るために、分散媒体
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中にて微粒子を生成させて用いても良い。例えば、リン酸三カルシウムの場合、高速攪拌
下において、リン酸ナトリウム水溶液と塩化カルシウム水溶液を混合すると良い。
微細な分散のために、０．００１～０．１質量部の界面活性剤を併用してもよい。これは
上記分散安定剤の作用を促進するためのものであり、例えば、ドデシルベンゼン硫酸ナト
リウム、テトラデシル硫酸ナトリウム、ペンタデシル硫酸ナトリウム、オクチル硫酸ナト
リウム、オレイン酸ナトリウム、ラウリル酸ナトリウム、ステアリン酸カリウム、オレイ
ン酸カルシウム等が挙げられる。
【００５４】
本発明で使用するトナーの製造方法として重合法を用いる場合においては、以下のような
製造方法が可能である。
重合性単量体中に、ワックス成分、着色剤、重合開始剤、必要により荷電制御剤、その他
の添加剤を加え、ホモジナイザー、超音波分散機等によって均一に溶解または分散した単
量体組成物を、分散安定剤を含有する水相中に通常の攪拌機またはホモミキサー、ホモジ
ナイザー等により分散させる。好ましくは単量体組成物の液滴が所望のトナー粒子のサイ
ズを有するように攪拌速度、攪拌時間を調整して造粒する。その後は分散安定剤の作用に
より、粒子状態が維持され、かつ、粒子の沈降が防止される程度の攪拌を行えばよい。重
合温度は４０℃以上、一般的には５０～９０℃の温度に設定して重合を行うのがよい。重
合反応の後半に昇温をしてもよく、さらに、本発明における画像形成方法では耐久性の向
上の目的で、未反応の重合性単量体、副生成物等を除去するためのに、反応後半または反
応終了後に一部水系媒体を反応系から留去してもよい。反応終了後、生成したトナー粒子
を洗浄、ろ過により回収し、乾燥する。懸濁重合法においては、通常単量体組成物１００
質量部に対して水３００～３０００質量部を分散媒体として使用するのが好ましい。
【００５５】
また、分散安定剤を用いた場合には、トナー製造後にこの分散剤を除去することが望まし
く、分散剤がトナー表面に残存していると帯電性、特に環境安定性に大きな問題が生じる
場合が多いので、できるかぎり除去を行うことが好ましい。例えばリン酸三カルシウムを
分散剤として用いた場合には、該分散剤が酸性で水に溶解する性質を利用して、重合が修
了した懸濁液に酸を添加することによりリン酸三カルシウムをほぼ完全に除去することが
可能である。リン酸三カルシウムを溶解する際には、トナー粒子の懸濁している水系媒体
のｐＨを４未満、より好ましくは２未満とすることで短時間にリン酸三カルシウムの除去
が可能である。
【００５６】
また、本発明の非磁性重合法トナー粒子の製造方法は、単量体と、着色剤と、ワックス成
分とを含む単量体組成物を水系媒体中に懸濁し、少なくとも重合開始剤として有機過酸化
物を用いて重合し、懸濁重合後にトナー粒子とアルカリ性の水系媒体を実質的に分離する
ことを特徴とする。すなわち、単量体組成物を水系媒体中に懸濁させる工程、重合開始剤
として有機過酸化物を用いて重合させる工程、そしてトナー粒子とアルカリ性の水系媒体
を分離する工程を含むことを特徴とするものである。
【００５７】
【実施例】
以下、本発明について、実施例及び比較例を挙げてより具体的に説明する。
以下、具体的実施例によって本発明を説明するが、本発明は何らこれに限定されるもので
はない。
【００５８】
＜実施例１＞
高速攪拌装置ＴＫ式ホモミキサー（特殊機化工業製）を備えた２ｌ用４つ口セパラブルフ
ラスコ中にイオン交換水３２５質量部と０．１ｍｏｌ／ｌ－Ｎａ3ＰＯ4水溶液２５０質量
部を投入し、回転数を１２０００ｒｐｍに調整し、８０℃に加温した。ここに１．０ｍｏ
ｌ／ｌ－ＣａＣｌ2水溶液３５質量部を徐々に添加し、微少な難水溶性分散安定剤Ｃａ3（
ＰＯ4）2を含む水系連続相を調製した。
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【００５９】
一方、分散質として、
・スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８３質量部
・ｎ－ブチルアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７質量部
・ジビニルベンゼン（純度５５％）　　　　　　　　　　　　　０．１質量部
・カーボンブラック（ＢＥＴ比表面積＝９６ｍ2／ｇ）　 　　　　　５質量部
・最大吸熱ピーク７５℃のエステルワックス　　　　　　　　　　　５質量部
・負荷電性制御剤（モノアゾ染料系のＦｅ化合物）　　　　　　　　２質量部
・ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート　　　　　　　６質量部
を均一に混合した。
【００６０】
次いで、前記水系媒体中に上記単量体組成物を投入し、８０℃、Ｎ2 雰囲気下においてＴ
Ｋ式ホモミキサー（特殊機化工業（株））にて１０，０００ｒｐｍで１０分間撹拌し、造
粒した。その後パドル撹拌翼で撹拌しつつ、８０℃で４時間反応させ、無水炭酸ナトリウ
ム４質量部を系内に添加した後、さらに２時間反応を継続した（反応終了後の懸濁液のｐ
Ｈは１０．５であった）。反応終了後、懸濁液を冷却し、連続式ベルトフィルター（住友
重機械工業社製、商品名「イーグルフィルター」）」）を用いて以下のような操作を行っ
た。
【００６１】
まず、アルカリ性の懸濁液の脱水をベルト上で行い、次いで合計量１０００質量部の水を
シャワーリングして水洗を行い、懸濁液中に含まれる２－エチルヘキサン酸ナトリウム（
これは重合開始剤であるｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエートの分解により
副生した２－エチルヘキサン酸が、炭酸ナトリウムにより中和されたものである）の除去
を行った。さらに、ベルト上で１０００質量部の希塩酸（ｐＨ１．０）での洗浄、１００
０質量部の水での水洗、そして脱水を行なうことで、２－エチルヘキサン酸および分散剤
として使用したリン酸カルシウムが実質的に除去されたトナー粒子を得た。
【００６２】
その後、この含水トナー粒子を４０℃、４８時間熱風乾燥して質量平均粒径６．８μｍの
トナー粒子を得た。この乾燥トナー粒子を熱天秤で１２０℃にて恒量となるまで加熱して
揮発分を測定したところ、０．２％であった。
次にトナー粒子１００質量部と、ヘキサメチルジシラザンで表面を処理した後シリコーン
オイルで処理し、処理後のＢＥＴ値が２００ｍ2／ｇの疎水性シリカ微粉体２．０質量部
とをヘンシェルミキサー（三井三池化工機（株））で混合して、トナーＡを調製した。
【００６３】
＜実施例２＞
希塩酸洗浄前の水洗浄に用いた水の量を、１０００質量部から１００質量部に減らした以
外は実施例１と同様にしてトナーＢを得た。
＜実施例３＞
無水炭酸ナトリウムの量を４質量部から０．４質量部に減らした以外は実施例１と同様に
してトナーＣを得た。尚、反応終了後のｐＨは９．２であった。
＜実施例４＞
希塩酸洗浄の前に水洗浄を行わない以外は実施例１と同様にしてトナーＤを得た。
＜実施例５＞
エステルワックスの使用量を５１質量部とする以外は製造例１と同様にして、トナーＥを
得た。
＜実施例６＞
エステルワックスの使用量を０．４質量部とする以外は製造例１と同様にして、トナーＦ
を得た。
＜実施例７＞
ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエートに代えてｔ－ブチルパーオキシネオデ
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カノエート８質量部を用いる他は実施例１と同様にして、トナーＧを得た。
【００６４】
＜参考例８＞
　高速攪拌装置ＴＫ式ホモミキサー（特殊機化工業製）を備えた２ｌ用４つ口セパラブル
フラスコ中にイオン交換水３２５質量部と０．１ｍｏｌ／ｌ－Ｎａ３ＰＯ４水溶液２５０
質量部を投入し、回転数を１２０００ｒｐｍに調整し、８０℃に加温した。ここに１．０
ｍｏｌ／ｌ－ＣａＣｌ2水溶液３５質量部を徐々に添加し、微少な難水溶性分散安定剤Ｃ
ａ３（ＰＯ４）２を含む水系連続相を調製した。
【００６５】
一方、分散質として、
・スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８３質量部
・ｎ－ブチルアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７質量部
・ジビニルベンゼン（純度５５％）　　　　　　　　　　　　　０．１質量部
・カーボンブラック（ＢＥＴ比表面積＝９６ｍ2／ｇ）　 　　　　　５質量部
・最大吸熱ピーク１２０℃の低分子量ポリプロピレン　　　　　　　２質量部
・Ｃｒ系染料（保土ケ谷化学社、商品名ＴＲＨ）　　　　　　　　　１質量部
・サクシニックアシッドパーオキサイド　　　　　　　　　　　　　６質量部
を均一に混合した。
【００６６】
次いで、前記水系媒体中に上記単量体組成物を投入し、８０℃、Ｎ2雰囲気下においてＴ
Ｋ式ホモミキサー（特殊機化工業（株））にて１０，０００ｒｐｍで１０分間撹拌し、造
粒した。その後パドル撹拌翼で撹拌しつつ、８０℃で４時間反応させ、無水炭酸ナトリウ
ム４質量部を系内に添加した後、さらに２時間反応を継続した（反応終了後の懸濁液のｐ
Ｈは１０．５であった）。反応終了後、懸濁液を冷却し、フィルタープレス（栗田機械製
作所製）を用いて以下のような操作を行った。
【００６７】
　まず、アルカリ性の懸濁液をフィルタープレス内に導入してトナー粒子の濾過を行う。
次いでトータル量１０００質量部の水を濾枠内に流し、懸濁液中のコハク酸ナトリウム（
これは重合開始剤であるサクシニックアシッドパーオキサイドの分解により副生したコハ
ク酸が、炭酸ナトリウムにより中和されたものである）を洗浄除去する。さらに、ｐＨ１
．０の希塩酸を濾枠内に流し、トナー粒子表面に付着しているリン酸カルシウムを溶解除
去する。その後、濾枠内に水を流し、充分に洗浄を行う。そして圧搾、エアーブローを行
なうことで、コハク酸および分散剤として使用したリン酸カルシウムが実質的に除去され
たトナー粒子を得た。その後、実施例１と同様にしてトナーＨを得た。
＜参考例９＞
　サクシニックアシッドパーオキサイドの代わりにベンゾイルパーオキサイド８質量部を
用いる以外は参考例８と同様にしてトナーＩを得た。
＜参考例１０＞
　サクシニックアシッドパーオキサイドの代わりに１－シクロヘキシル－１－メチルエチ
ルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート６質量部を用いる以外は参考例８と同様にして
トナーＪを得た。
【００６８】
＜比較例１＞
反応容器にキシレン２００質量部を入れ還流温度まで昇温した。これにスチレン８３質量
部、アクリル酸－ｎ－ブチル１７質量部、及び、ジ―ｔｅｒｔ―ブチルパーオキサイド２
．０質量部の混合液を滴下後、キシレン還流下、７時間で溶液重合を完了し、低分子量樹
脂溶液を得た。
一方、スチレン６７質量部、アクリル酸ブチル２５質量部、マレイン酸モノブチル８質量
部、ポリビニルアルコール０．２質量部、脱気水２００質量部、過酸化ベンゾイル０．３
質量部を混合懸濁分散させた。上記懸濁分散溶液を加熱し、窒素雰囲気下において８５℃
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【００６９】
この高分子量樹脂２５質量部を前記の低分子量樹脂７５質量部を含有する溶液重合終了時
の溶液中に投入し、溶媒中に完全に溶解せしめ混合を行い、その後、溶媒を留去して結着
樹脂（１）を得た。
次に、下記の各材料をブレンダーにて混合し、これを１５０℃に加熱した二軸エクストル
ーダーで溶融混練し、冷却した混練物をハンマーミルで粗粉砕した後、粗粉砕物をジェッ
トミルで微粉砕した。
【００７０】
・結着樹脂（１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
・カーボンブラック（ＢＥＴ比表面積＝９６ｍ2／ｇ）　　 　　　　５質量部
・最大吸熱ピーク１１５℃の低分子量ポリエチレン　　　　　　　　２質量部
その後分級し、分級粉１００質量部と疎水性シリカ微粉体（ＢＥＴ：１６０ｍ2／ｇ）２
質量部をヘンシェルミキサーで乾式混合して、比較用トナーＫとした。
【００７１】
＜比較例２＞
高速攪拌装置ＴＫ式ホモミキサー（特殊機化工業製）を備えた２ｌ用４つ口セパラブルフ
ラスコ中にイオン交換水３２５質量部と０．１ｍｏｌ／ｌ－Ｎａ3ＰＯ4水溶液２５０質量
部を投入し、回転数を１２０００ｒｐｍに調整し、８０℃に加温した。ここに１．０ｍｏ
ｌ／ｌ－ＣａＣｌ2水溶液３５質量部を徐々に添加し、微少な難水溶性分散安定剤Ｃａ3（
ＰＯ4）2を含む水系連続相を調製した。
一方、分散質として、

前記水系媒体中に上記単量体組成物を投入し、８０℃、Ｎ2雰囲気下においてＴＫ式ホモ
ミキサー（特殊機化工業（株））にて１０，０００ｒｐｍで１０分間撹拌し、造粒した。
その後パドル撹拌翼で撹拌しつつ、８０℃で６時間反応させた（反応終了後の懸濁液のｐ
Ｈは９．１であった）。反応終了後、懸濁液を冷却し、希塩酸を加えてｐＨ１．０として
１時間撹拌した。その後、懸濁液を連続ベルトフィルターにより濾過、水洗し、乾燥して
質量平均粒径６．６μｍのトナー粒子を得た。
このトナー粒子１００質量部と、製造例１で使用した疎水性シリカ微粉体１．１質量部と
をヘンシェルミキサー（三井三池化工機（株））で混合して、トナーＬを調製した。
【００７２】
＜比較例３＞
ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエートのかわりにスクシニックアシッドパー
オキサイド６質量部を用いる以外は比較例２と同様にしてトナーＭを得た。
上記のトナーＡ～Ｊ、および比較用トナーＫ～Ｍについての分析値を下記の表１に示す。
【００７３】
【表１】
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【００７４】
ここで用いる感光体としては、直径３０ｍｍ、２５４ｍｍのＡｌシリンダーを基体とした
もので、これに、以下にに示すような構成の層を順次浸漬塗布により積層して、感光体を
作成した。
（１）導電性被覆層：酸化錫及び酸化チタンの粉末をフェノール樹脂に分散したものを主
体とする。膜厚１５μｍ。
（２）下引き層：変性ナイロン、及び共重合ナイロンを主体とする。膜厚０．６μｍ。
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（３）電荷発生層：長波長域に吸収を持つチタニルフタロシアニン顔料をブチラール樹脂
に分散したものを主体とする。膜厚０．６μｍ。
（４）電荷輸送層：ホール搬送性トリフェニルアミン　化合物をポリカーボネート樹脂（
オストワルド粘度法による分子量２万）に８：１０の質量比で溶解したものを主体とする
。膜厚４０μｍ。
【００７５】
トナー担持体にトナーを塗布する手段として、現像器内に発泡ウレタンゴムからなる塗布
ローラを設け、このトナー担持体に当接させた。塗布ローラには、約－５５０Ｖの電圧を
印加する。さらに、このトナー担持体上トナーのコート層制御のために樹脂をコートした
ステンレス製ブレードを、トナー担持体との接触圧が線圧約２０ｇ／ｃｍとなるように取
付けた。また、現像時の印加電圧をＤＣ成分（－４５０Ｖ）のみとした。
これらのプロセスカートリッジの改造に適合するよう電子写真装置に以下のように改造及
びプロセス条件設定を行った。
改造された装置はローラー帯電器（直流のみを印加）を用い像担持体を一様に帯電する。
帯電に次いで、レーザー光で画像部分を露光することにより静電潜像を形成し、トナーに
より可視画像とした後に、電圧を＋７００Ｖ印加したローラーによりトナー像を転写材に
転写するプロセスを持つ。また、感光体帯電電位は、暗部電位を－５８０Ｖとし、明部電
位を－１５０Ｖとした。
【００７６】
次に現像器内にトナーＡ～Ｊ、および比較用トナーＫ～Ｍの各々を充填し、現像器を画像
形成装置にセットした。常温常湿（２５℃、６０％ＲＨ）環境下、１４枚／分（Ａ４サイ
ズ）のプリントアウト速度で、「電驚」文字パターンを連続１００枚、ベタ黒画像、ベタ
白画像を各２枚、その後再び「電驚」文字パターンを連続１００枚プリントアウトした。
その後、画像形成装置ごと低温低湿（１５℃、１５％ＲＨ）環境下でベタ白画像を５枚、
ベタ黒画像を１枚プリントアウトした。さらに、画像形成装置ごと高温高湿（３３℃、９
０％ＲＨ）環境下にセットし、ベタ黒画像１００枚、ベタ白画像を１枚をプリントアウト
した。そして、得られたプリントアウト画像等について、後述の項目について評価した。
以上の評価結果を以下の表２に示す。
【００７７】
【表２】

本発明の実施例、並びに比較例中に記載の評価項目の説明とその評価基準について述べる
。
１）画像濃度
常温常湿環境下におけるベタ黒画像について、マクベス反射濃度計ＲＤ９１８（マクベス
社製）により、原稿濃度が０．００の白地部分のプリントアウト画像に対する相対濃度を
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測定した。
【００７８】
Ａ：非常に良好（１．４０以上）
Ｂ：良好（１．３５以上、１．４０未満）
Ｃ：普通（１．００以上、１．３５未満）
Ｄ：悪い（１．００未満）
２）帯電安定性
低温低湿下および高温高湿下でのベタ黒画像の画像濃度差をトナーの帯電安定性の指標と
した。
【００７９】
Ａ：非常に良好（０．０５未満）
Ｂ：良好（０．０５以上、０．１０未満）
Ｃ：普通（０．１０以上、０．２０未満）
Ｄ：悪い（０．２０以上）
３）転写性
常温常湿下でのベタ黒画像形成時の感光体上の転写残トナーを、マイラーテープによりテ
ーピングしてはぎ取り、はぎ取ったマイラーテープを紙上に貼ったもののマクベス濃度か
ら、マイラーテープのみを紙上に貼ったもののマクベス濃度を差し引いた数値で評価した
。
【００８０】
Ａ：非常に良好（０．０５未満）
Ｂ：良好（０．０５以上、０．１未満）
Ｃ：普通（０．１以上、０．２未満）
Ｄ：悪い（０．２以上）
４）カブリ
高温高湿下でのベタ白画像について、「リフレクトメーター」（東京電色社製）により測
定した白色度と転写紙の白色度の差から、カブリ濃度（％）を算出し、画像カブリを評価
した。
【００８１】
Ａ：非常に良好（１．５％未満）
Ｂ：良好（１．５％以上、３．０％未満）
Ｃ：普通（３．０％以上、５．０％未満）
Ｄ：悪い（５．０％以上）
５）定着性
低温低湿下でのベタ黒画像について、５０ｇ／ｃｍ2の荷重をかけ、柔和な薄紙により定
着画像を摺擦し、摺擦前後での画像濃度の低下率（％）で評価した。
【００８２】
Ａ：非常に良好（５％未満）
Ｂ：良好（５％以上、１０％未満）
Ｃ：普通（１０％以上、２０％未満）
Ｄ：悪い（２０％以上）
また、画像形成装置とのマッチング評価は以下の評価基準により行った。
１）感光体とのマッチング
プリントアウト試験終了後、感光体ドラム表面の傷や残留トナーの固着の発生状況とプリ
ントアウト画像への影響を目視で評価した。
【００８３】
Ａ：　未発生
Ｂ：　わずかに傷の発生が見られる
Ｃ：　固着や傷がある
Ｄ：　固着が多い
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２）定着器とのマッチング
プリントアウト試験終了後、定着フィルム表面の傷や残留トナーの固着状況を目視で評価
した。
【００８４】
Ａ：　未発生
Ｂ：　わずかに固着が見られる
Ｃ：　固着や傷がある
Ｄ：　固着が多い
【図面の簡単な説明】
【図１】　（ａ）トナーＡのＴＥＭによる断層面観察写真の模式図。
（ｂ）トナーＫのＴＥＭによる断層面観察写真の模式図。

【図１】
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